




















The SNA2008 describes the treatment of head offices,  holding companies and 
special  purpose entities.  Actual classification results depend on what criteria 
compilers will  use. Also, there are cases where their independence as 
institutional unit  is doubtful.  There are so many types of special purpose entities 
in the world that their classification scheme should be further elaborated. 
Against these backgrounds, joint ECB-Eurostat-OECD Task Force was 
established under the Intersecretariat Working Group on National Accounts to 
discuss the treatment of head offices,  holding companies and special purpose 
entities.  The Task Force submitted a report to the Advisory Expert Group on 
National Accounts,  which includes draft  international guidelines that would 
enable the internationally comparable recording of head offices and holding 
companies as well  as the typology and classification scheme of special purpose 
entities.  This paper envisages the discussions of the task force and considers 
their implications for Japan.                 
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する。この問題は、2008 System of National  Accounts（以下 2008SNA）の作成後、OECD
国民経済計算・金融統計専門家会合において度々議論され、2013 年 2 月には、ECB（欧州
中央銀行）、ユーロスタット、OECD の合同タスクフォースが開催された。同タスクフォ
ースの主要な提言は、同年５月、国民経済計算アドバイザリーエキスパートグループ
（Advisory Expert  Group on Nat ional  Accounts、AEG）において検討され、６月には最終
報告が纏められた。筆者は、これらの会合に向けた OECD ペーパーや、最終報告書のドラ
フトを行った。そこで本論文では、当該最終報告の内容や、合意形成に向けた主な議論につ











か疑わしいケースも生じてくる。これは、持ち株会社が特別目的実体（ special  purpose 





















とである。具体的には、2008SNA、European System of  National  and Regional  Accounts  
3 
2010、以下 ESA2010）、 IMF 国際収支・国際投資ポジションマニュアル第６版（Balance 
of  Payments  and Internat ional  Investment  Posi t ion Manual ,  6
t h
 edi t ion、以下 BPM6）、
OECD 直接投資ベンチマークデフィニション第４版（ OECD Benchmark Defini t ion of  
Foreign Direct  Investment  4
t h




































































































































記している（パラ 4.54）。  
この点、AEG は、2012 の会合において、持ち株会社の分類に際し、持ち株会社は経営サ
ービスを一切提供しないといった、厳格な定義を適用するよう提言しており、本提言は、
































































BPM6 や BMD4 は、特別目的実体の特性について、以下のように整理している。  
 
（ i）法的な主体である  
    a ) 各国の当局により正式に登録されている  
    b) 居住している経済の課税義務や他の法的義務を負う  
（ i i）究極的には、直接または間接的に非居住者の親会社によって支配されている  
（ i i i）被用者がゼロか非常に少なく、設立された経済圏（典型的には親会社と異なった経
済）における生産活動はゼロか非常に小さく、物理的存在はゼロか非常に小さい  








また、上記（ i i i）の生産活動がゼロか非常に小さいとの定義については、生産高とも付
加価値とも解釈でき曖昧であるほか、ロイヤリティー・ライセンス会社（付論参照）のよう
に、生産高や付加価値が大きい特別目的実体も存在する。こうした観点から、タスクフォー





















































































                                                        
5
 本件は、知的財産所有権の計上に関するより包括的が議論の一部であり、そうした議論はグロ
ーバル生産に関する UNECE タスクフォースによって進められている。そこで AEG は、



















④ 複数の親会社や株主を持つことは、制度単位であることの十分な条件である。  




















































•  持ち株会社（Holding company）  
機能：経営活動を行わず、親会社のために、子会社の資産（支配できる水準の株式）を
保有すること。   
基準：   子会社に対し何らかの経営支配を行う特別目的実体は、本社に分類される。  
産業分類：ISIC セクション  K 6420 
部門分類：S127 – 専属金融機関および貸金業  
 
•  シェル（殻）会社（Shell  company）  
機能：経済の中で何らの操業をせずに、資金を非居住者から非居住者に流すこと。   
基準：  シェル会社は、グループ企業とのみ取引することから、S127 に分類される。  
    シェル会社が子会社株式を保有している場合には、持ち株会社に分類される。  
産業：   ISIC セクション  K6430 または  K 6499 




•  導管体（Conduit）  
機能：資金調達・借入（関連しない企業からのことが多い）を行い、資金を親会社やそ
の他の関連会社に振り向けること。   
基準：導管体は、資産サイドはオープンマーケットで取引しない。従って、親会社で利
用する資金をオープンマーケットで調達し、制度単位として認められるのであれ
ば、2008SNA の指摘通り、専属金融機関および貸金業に分類すべき。  
産業：   ISIC セクション K 6499 
部門：S127 – 専属金融機関および貸金業  
 
•  個人や家族のために資産を保有・管理する単位（Unit  for  holding and managing weal th  






産業：   ISIC セクション K 6430 
部門：S124 – マネーマーケットファンド以外の投資ファンド、または、  S127 – 専属金
融機関および貸金業  
 











産業：   ISIC セクション K 6499 
部門：S125 – 保険・年金基金以外のその他金融仲介機関、または、  S127 – 専属金融機
関および貸金業  
 





会社は、保険・年金基金以外のその他金融仲介機関に分類すべき  (パラ  4 .110)。
オペレーショナルリース会社は、非金融法人に分類すべき。  
産業：   ISIC セクション K 6491 （ファイナンシャルリース会社）、または、N 7730 
（オペレーショナルリース会社）  
部門：S125 – 保険・年金基金以外のその他金融仲介機関、または、S11 – 非金融法人  
 






産業：   ISIC セクション K 6499 
部門：S125 – 保険・年金基金以外のその他金融仲介機関、または、  S127 – 専属金融機
関および貸金業  
 
•  専属保険会社（Captive Insurance company）  
機能：グループの企業に保険を提供すること。  
基準：2008SNA によれば、専属保険会社は、その所有者にのみサービスを提供するが、
保険会社に分類すべき（パラ  4 .115）。  
産業：   ISIC セクション K 65 
部門：S128 – Insurance corporat ions – 保険会社  
 




産業：   ISIC セクション K 6499 
部門：S127 – 専属金融機関および貸金業  
 







産業：   ISIC セクション N 7740 
部門：S11 – 非金融法人  
 






産業：   ISIC セクション G 4600 
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